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はじめに 

 

本市では、まちの活性化には、地域で暮らす人たちが「自分たちのまちは自分

たちで創る」という気持ちを持ち、様々なまちづくり活動に参画していただくこ

とが必要だと考えています。 

 

そして、このような住民等によるまちづくり活動の活発化を図るため、活動経

費の助成やアドバイザー派遣などの支援策を行っており、現在は、市内の各地域

で、様々な活動団体がまちづくり活動に取り組んでいます。 

 

こうした活動の盛り上がりを継続し、発展していくには、これまでの支援策に

加え、より住民自らの創意工夫を生かせる手法を取り入れることが必要だと考え、

エリアマネジメントの手法の浸透・定着に取り組むこととし、平成 31 年（2019

年）２月、「広島市エリアマネジメント活動計画認定制度」を作りました。 

 

本手引は、この認定制度の活用促進を図るために作成したものであり、エリア

マネジメントの基本情報や認定制度の概要、認定手続の方法などについて説明し

ています。
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第１章 エリアマネジメントとは 

１ エリアマネジメントの定義 

エリアマネジメントは、一般的には、「地域における良好な環境や地域の価値を維持・

向上させるための、住民・事業主・地権者等による主体的な取組み」（国土交通省土地・

水資源局作成「エリアマネジメント推進マニュアル」〔平成 20 年 3 月〕）と定義されていま

す。 

また、ここでいう「良好な環境や地域の価値の維持・向上」とは、快適で魅力に富

む環境の創出や美しい街並みの形成、資産価値の保全・増進等に加えて、人をひきつ

けるブランド力の形成や安全・安心な地域づくり、良好なコミュニティの形成、地域

の伝統・文化の継承等、ソフトな領域のものも含んでいます。 

 

２ エリアマネジメントの特徴 

エリアマネジメントには、一般的に以下のような「４つの特徴」があると言われて

おり、本市においても、この特徴を満たすものをエリアマネジメントと捉えています。 

⑴ 「つくること」だけではなく、「育てること」 

人口減少社会においては、「開発＝つくるこ

と」だけではなく、その後の維持管理・運営

（マネジメント）の方法、つまり「育てること」

までを考えた開発を行うことが重要です。ま

た、既成市街地においても、維持管理・運営

を行い、地域を「育てること」が必要となっ

ています。 

 

 

⑵ 住民・事業主・地権者等が主体的に進めること 

これからのまちづくりにおいては、従来の

平均的・画一的と評されがちであったまちづ

くりではなく、「個性豊かな地域」や「身近な

地域」を実現することが重要です。地域の問

題が多様化し、その解決方法も様々であるた

め、住民・事業主・地権者等が主体的に進め

る必要があります。 
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Ｑ： 町内会活動や一般的なまちづくり活動は、エリアマネジメントですか？ 

Ａ： エリアマネジメントの定義に該当する活動であれば、町内会・自治会等の地域団体

を中心としたまちづくり活動も該当するものと考えます。 

ただし、エリアマネジメントは、少なくとも、 

❶ 活動地域内の住民だけでなく、事業者や地権者等のその地域に関わる多くの人が参

画・協力した活動であること 

❷ そのような人たちによる主体的な活動であること 

❸ 地域の良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための活動であること 

という３点が特徴です。単独の事業者による活動や、活動地域内に関係のない者の行

う活動、行政主体の活動、企業の営業のみを目的とした活動などは該当しないと考え

らえます。 

⑶ 多くの住民・事業主・地権者等が関わり合いながら進めること 

エリアマネジメントは、地域の限られた

人々による取組ではなく、多くの住民・事業

主・地権者等が関わり合いながら、地域に関

する様々な活動を総合的に進めるものです。

そのためには、「地域の総意を得る」、「活動に

対して費用負担をする」、「活動メンバーとし

て主体的に参画する」等、様々な関わり方が

求められています。 

 

⑷ 一定のエリアを対象としていること 

エリアマネジメントは、多くの住民・事業

主・地権者等が関わり合いながら進めるもの

であるため、敷地単位ではなく一定のエリア

を対象とすることが基本と考えられていま

す。また、一定のエリアを設定することで、

活動の目標や内容を共有し、活動の成果や地

域の変化等を評価し、PDCAサイクルを回す

ことにより、エリアマネジメント活動を持続

可能なものとすることにつながります。 
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３ エリアマネジメントの主な活動内容 

エリアマネジメントの活動内容は、地区の特性により多種多様ですが、全国的に以

下のような活動がよく実施されています。 

⑴ 地域ルールづくり等 

① 地域ビジョン等の作成、共有 

地域の将来像、まちづくりの方針や方向性、目標を明確にするため、地域ビジ

ョン等が作成、共有されています。 

エリアマネジメント団体と行政が共同で作成し、共有する例もあります。 

 

 

② 地域独自のルールの作成、運用 

まちづくりのガイドライン等を策定し、統一感のある景観の形成等に取り組ん

でいます。これらのルールに基づき、街並み、緑化空間、公開空地等を適切に維

持・管理することにより、快適で質の高い景観づくりが行われています。 

 

 

⑵ 防災・防犯活動、環境維持活動 

① まちの清掃活動、防犯活動 

まちの快適性や美観を高めることを目的に、ゴミ拾い等の清掃活動が行われて

います。また、防犯講習会を実施するなど、地区の安全性を高める取組を関係者

が共同で行っています。 

 

 

② 防災活動 

災害に備えて企業やテナント間の連携強化や、帰宅困難者の受入れのための備

蓄倉庫の整備などを行い、地区の防災能力の向上を図る取組が行われています。

そのほか、合同避難訓練の実施や防災マップの作製など、様々な活動が行われて

います。 

 

 

⑶ にぎわいづくり、地域活性化 

多くのひとを呼び込み、まちのにぎわいを創出するための季節に応じたイベント

の開催等が行われています。道路等の歩行空間や公園・広場、公開空地等の公共的

空間を活用して実施されることも多々あります。 

 

【例】 まちづくりビジョン、まちづくり基本計画など 

 

【例】 街並みガイドライン、屋外広告物ガイドラインなど 

 

 

【例】 一斉清掃、違法駐輪対策活動など 

・防犯パトロール 

 

 

【例】 防災マップの作成・配布、帰宅困難者対策など 

・防犯パトロール 

 

 

【例】 打ち水イベント、フードイベント 

・スタンプラリー 

・防犯パトロール 
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⑷ コミュニティづくり 

関係者の交流を促進するとともに、地域づくりの担い手を育成する新たなコミュ

ニティを生み出す取組が進められています。 

 

 

⑸ まちの情報発信 

マップや情報誌等の紙媒体のほか、ホームページやＳＮＳを活用するなどして、

地区に関する情報を広く発信することにより、知名度向上が図られています。また、

来街者・地区の就業者・地域住民等に対して効果的なまちの案内ができるようなイ

ンフォメーションにも取り組んでいます。 

 

  

⑹ 公共施設や公共的空間の整備・管理 

道路、公園などの公共施設や公開空地などの公共的空間を整備・管理するととも

に、まちづくりに有効活用する活動が行われています。 

公共施設の整備においては、新設ではなく、道路の舗装面やガードレール等を高

質化するといった取組もあります。また、管理については、指定管理者制度を活用

したもののほか、協定等により行われているものもあります。 

こうした活動に併せて、管理する公共施設等において、広告場所を企業に提供し、

得られた収益をエリアマネジメントの活動財源に充てる活動（(8)の財源確保を主と

するもの）が行われることもあります。 

 

 

⑺ 民間施設等の公的利活用 

民間の施設等を活用し、公的サービスを提供する取組が行われています。施設以

外にも物品や人的サービスの提供もあります。 

また、使われていない空き屋・空き地を地域の手で再利用し、まちの拠点として

再生するなどの活動も行われています。 

 

 

⑻ 財源確保を主とした取組 

エリアマネジメントを継続してくため、様々な方法で活動財源を確保する取組が

行われています。

【例】 公共施設の管理、公開空地の利活用、ガードレールや歩道路面の高質化

など 

 

 

【例】 エリアマネジメント広告、エリアマネジメント支援自動販売機など 

 

 

【例】 まちづくり勉強会、会員親睦スポーツ大会など 

 

 

【例】 HP 等の開設、案内板等の設置など 

 

 

【例】 地区内無料巡回バスの運行支援、ベビーカー貸出など 
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４ エリアマネジメントの効果（メリット） 

エリアマネジメント活動による効果は、大きく以下の４つに分類できると言われて

います。 

⑴ 快適な地域環境の形成とその持続性の確保 

住民・事業主・地権者のみならず、就業者・来街者

にとっても快適で質の高い環境の形成が図られます。 

建築物や道路・公園等の公共施設の整備と併せて、

その場所にふさわしい活動がなされるような継続的

な仕組みを整えることで、快適な地域環境を形成し、

環境を持続する仕組みがつくられます。 

 

⑵ 地域活力の回復・増進 

地域の活力の回復・維持、さらには増進が期待され

ます。例えば、中心市街地においては、来街者が増え

て活気を取り戻したり、空き店舗が減少して経済活動

が活性化していくことが期待できます。 

 

 

⑶ 資産価値の維持・増大 

エリアマネジメントの実施に伴い、土地・建物の資

産価値が高まることが期待されます。美しい街並みや

安全で快適な環境が形成されることで、土地・建物の

不動産価値が下落しにくくなったり、不動産の売却が

比較的容易になったりする等、市場性を維持すること

が期待されます。 

 

⑷ 住民・事業主・地権者等の地域への愛着や満足度の高まり 

住民・事業主・地権者等の地域への愛着や満足度が

高まることが期待されます。その結果エリアマネジメ

ントへの参画意識が高まり、活動が充実化していくと

ともに、住民の定住促進や事業主の継続性等、地域の

求心力が高まることによる更なる効果が期待されま

す。 

 

＜参考文献＞ 

国土交通省 土地・水資源局「エリアマネジメント推進マニュアル」（平成 20 年 3 月） 

内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局・内閣府地方創生推進事務局 

「地方創生まちづくり―エリアマネジメント―」（平成 29 年 3 月）



第２章 エリアマネジメント活動計画認定制度の概要 
1 制度の趣旨 

───────────────────────────────────────── 

11 

第２章 エリアマネジメント活動計画認定制度の概要 

１ 制度の趣旨 

全国で取り組まれているエリアマネジメントでは、前章３のように様々な活動が行

われていますが、大都市の都心部等においては、公共施設等を自分たちで管理、運営

するとともに、有効活用している事例が多く見られます。 

こうした活動は、地域のにぎわいづくりのほか、活動団体の財政面での自立や活動

の活性化を図ることができることから、都心部等におけるエリアマネジメントにおい

て重要な活動の一つと捉えられています。 

こうしたことから、広島市では、都市機能が集積する地区等で行われるエリアマネ

ジメントのうち、当該地区の持続的な活性化に資すると認められるものについては、

公共施設等の有効活用を可能にするため、本認定制度を創設しました。 

この制度のねらいは、本市域でのエリアマネジメントの適正かつ持続的な実施と、

エリアマネジメント団体の自立性の向上を図ることにあります。 

 

＜本制度で支援対象とするエリアマネジメント＞ 

本制度で支援対象とするエリアマネジメントは、一般的なエリアマネジメントの定

義に加え、以下の要件に該当するものです。 

➊ 道路、公園等の公共施設や、公開空地等の公共的空間を活用した活動を行うこと 

➋ まちのにぎわいづくり、情報発信、環境維持など多彩な活動を行うこと 

 

 

 

 

 

＋ 
 

 

 

 

││ 

 

 

 

 

 

 

 

地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための、住民・事業主・地権

者等による主体的な取組 

 

● 道路、公園等の公共施設や、公開空地等の公共的空間を活用した活動を行うこと 

● まちのにぎわいづくり、情報発信、環境維持など多彩な活動を行うこと 

 

本市が支援対象とするエリアマネジメントに求める要件 

 

地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための、住民・事業

主・地権者等による主体的な取組のうち、都市機能の集積する地区等において、公

共施設や公共的空間を活用しながら、にぎわいづくり、環境維持などを含む多彩な

活動を持続的に行うもの 

本制度で支援対象とするエリアマネジメント 

一般的なエリアマネジメントの定義 
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２ 制度の枠組み 

⑴ エリアマネジメント団体は、自らが行うエリアマネジメントの推進に関する計画

（「エリアマネジメント活動計画」といいます。）を作成し、本市に認定申請を行います。 

⑵ 本市は、広島市エリアマネジメント活動計画認定審査会において、申請内容を審

査します。 

⑶-1 エリアマネジメント活動計画の内容が適正なものであると判断した場合、当該

エリアマネジメント活動計画を認定し、本市ホームページなどで当該活動計画を公

表します。 

⑶-2 認定されたエリアマネジメント活動計画に記載した公共施設等の使用等に係

る制限も緩和します。（別途、公共施設等の使用許可等が必要です。） 

⑷ エリアリアマネジメント活動計画の認定を受けたエリアマネジメント団体は、当

該エリアマネジメント活動計画に基づき、エリアマネジメントを実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 公共施設等を活用したエリアマネジメントの実施 

Ｑ： エリアマネジメント団体とは、どういった団体ですか？ 

Ａ： エリアマネジメントの定義である「地域における良好な環境や地域の価値を維持・

向上させるための、住民・事業主・地権者等による主体的な取組」を実施する団体の

ことです。 

なお、本制度で支援対象とするエリアマネジメント団体については、「活動地域

内の住民団体や事業者、各種関係団体など、幅広く地元の関係団体等で構成され、

かつ、地域を代表する組織として地域住民等に認知されたもの」で、「来訪者を呼び

込むことによるにぎわいづくりにより地域の持続的な活性化を図ることを主な活

動目的とした団体」であることを要件としています。（P.16 参照） 

⑵ 広島市エリアマネジメント活動計画認定審査会 
での審査 

 

⑶ - 2  公 共 施 設 等 の 使 用 許 可 等 

公共施設等の使用許可等申請書の作成・提出 

⑴ エリアマネジメント活動計画の作成・申請 

⑶ - 1  エ リ ア マ ネ ジ メ ン ト 活 動 計 画 の 認 定 広島市 

エリアマネジメント団体 

エリアマネジメント団体 
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３ 認定を受けることの効果（メリット） 

エリアマネジメント活動計画の認定を受けた場合、次の２つのメリットがあります。 

⑴ 公共施設等の使用に係る規制緩和 

エリアマネジメント活動計画の認定後は、当該計画に記載された「にぎわいづく

り」や「営利活動による財源確保」などの活動において、道路・公園等の「公共施

設」や、公開空地等の「公共的空間」（これら二つをまとめて「公共施設等」といいます。）

を活用する際に支障となる使用等に係る制限（ここでは「規制」といいます。）を特例

的に緩和します。 

実際の手続においては、エリアマネジメント活動計画認定申請に加えて、各々の公共

施設等に係る使用許可等の申請を並行して行うことになります。（P.17 参照） 

具体的には、以下のような規制緩和が想定されます。 

＜想定される規制緩和の例＞ 

道 路 公園・緑地 有効空地 

・広告物の掲出 
・オープンカフェの実施 

・営利活動を主目的とする 
イベントの実施 

・自動販売機の設置 

・営利イベントの実施 
・使用日数の上限の緩和 

 

 

 

  

⑵ 活動の認知度向上 

認定したエリアマネジメント活動計画につい

ては、その認定の事実と活動計画書を、本市のホ

ームページなどで公表します。これにより、エリ

アマネジメントの認知度向上とブランド化の効

果が期待できます。 

 

Ｑ： エリアマネジメント活動計画の認定と規制緩和の関係は？ 

Ａ： 本制度による規制の緩和は、本市が定めたルールによる規制を対象としており、国

の法律等により規制されているものは対象となりません 

「認定」の役割は、公共施設等の所管課が、本市が定めたルールを特例的に緩和す

ることが適当と判断する「目安」を提供することです。公共施設等の所管課はこの「目

安」を根拠として案件ごとに許可等を行います。このため、緩和の条件や緩和される

内容が一律に決まっているものではありません。また、希望する規制緩和のすべてが

実施できるわけではありません。 
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４ エリアマネジメント活動計画とは 

エリアマネジメント団体が作成する、自らが行うエリアマネジメントの推進に係る

計画で、エリアマネジメント活動計画の認定を申請する際に、本制度担当窓口（コミュ

ニティ再生課）に提出します。 

⑴ エリアマネジメント活動計画の内容（記載する事項） 

エリアマネジメント活動計画に必ず記載する事項は以下のとおりです。 

① エリアマネジメントの名称 

② エリアマネジメントの対象地域 

③ エリアマネジメントの目的及び目標 

④ エリアマネジメント団体の組織体制 

⑤ エリアマネジメントの取組内容 

⑥ エリアマネジメントの収支計画 

⑦ エリアマネジメントの推進において必要と考える公共施設等の規制緩和 

また、広島市は、上記の項目以外についても、記載が必要と考えられる事項につ

いて、個別に記載を求める場合があります。 

この他、エリアマネジメント団体が活動推進に必要と考える事項があれば、これ

を記載することができます。 

 

⑵ 認定エリアマネジメント活動計画 

エリアマネジメント活動計画の認定を受けたエリアマネジメント団体は、認定を

受けたエリアマネジメント活動計画（「認定エリアマネジメント活動計画」といいます。）

に基づき、エリアマネジメントを実施します。 

認定エリアマネジメント活動計画に記載した内容を変更する場合は、再度認定を

受ける必要があります（ただし、軽微な変更については、変更届の提出で足る場合もあり

ます。）。（P.30 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ： 認定の対象は、なぜ組織ではなくエリアマネジメント活動計画なのですか？ 

Ａ： エリアマネジメントとは、前章に記載したとおり非常に幅広い概念であり、その

目的や活動内容、メンバー構成も多種多様です。また、それに伴い、団体の組織形態

も、任意団体、NPO 法人、社団法人、有限会社、株式会社など様々であり、地域の

実情に合わせた体制で活動されています。 

このような多種多様なエリアマネジメントについて、公共施設等の使用に係る規

制を緩和する「目安」となる認定を行うに当たっては、組織体制という外見的な判

断だけでなく、「どういった活動をするために必要な規制緩和なのか」を含め、その

エリアマネジメントの全体像を確認する必要があります。 

このため、本制度では組織体制のほか、活動目的や取組内容等、エリアマネジメ

ント活動の全体像を記した「エリアマネジメント活動計画」を提出していただき、

これを審査する制度としています。 
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５ エリアマネジメント活動計画の認定基準等 

エリアマネジメント活動計画の認定を受けるには、次の(1)～(3)の全て満たすことが

必要です。 

⑴ エリアマネジメントの定義に合致すること（要綱第３条） 

当該エリアマネジメントが、「地域における良好な環境や、地域の価値を維持・向

上させるための住民・事業主・地権者等による主体的な取組」であること。 

⑵ 本制度で支援対象とするエリアマネジメントに該当すること（要綱第３条） 

当該エリアマネジメントが、活動目的、活動エリア、活動組織及び活動内容の４

項目ごとに定めた「認定要件」を満たしていること。 

⑶ エリアマネジメント活動計画の内容が適正なものであると判断できるものであ

ること（要綱第６条） 

当該エリアマネジメントが、公益性、必要性、事業効果、実行性、継続性、妥当

性を有するものであること（審査要領別表）。 

項 目 審 査 基 準 

公 益 性 
対象地域全体の利益増進につながる活動であるか。 
利益が特定の者や地域に偏っていないか。 

必 要 性 
対象地域の課題やニーズに応じた、地域にとって必要な活動である

か。 

事業効果 設定した目的や目標の達成が期待できる活動であるか。 

実 行 性 
エリアマネジメント団体の組織体制、これまでの活動状況、活動計

画、収支計画等から、活動の実施が可能であると見込まれるか。 

継 続 性 
中長期的に実施体制や財源等が確保され、継続的な活動の実施が可

能であると見込まれるか。 

妥 当 性 

➀ エリアマネジメントの取組に必要な規制緩和 

エリアマネジメントの活動の公益性や必要性、期待される効果等

と、当該制限等の本来の目的及び当該制限等の緩和による地域環境

等への影響とを比較考量し、当該制限等の緩和を行うことに妥当性

があるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② その他エリアマネジメント団体が活動推進に必要と考える事項 

その記載目的及び内容に妥当性があるか。 

 

規制緩和しようとする 
規 制 等 の 本 来 の 目 的 

公共施設等の規制緩和に 
よる地域環境等への影響 

活動の必要性、公益性、 

期待される効果等 

両者を比較して妥当性を判断 
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＜エリアマネジメント活動計画の認定基準等のイメージ図＞ 

 

 

 

 

＋ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＋ 

 

 

 

 

 

 

 
住民団体や事業者、各種関係団体な

ど、幅広く地元の関係団体等で構成さ
れ、かつ、地域を代表する組織 

 
来訪者を呼び込むことによる

「にぎわいづくり」による地域の
持続的な活性化 

目 的 組 織 

 
① 公共施設等を活用した活動を行い、

エリアマネジメントの財源を確保し
ようとするもの 

 
② 活動内容が、にぎわいづくり、環境

維持及び情報発信の全てを含む多様
なものであり、かつ、当該活動を継続
して行うもの 

 
都市機能の集積する地区や拠点

性を持つ地区など、来訪者の呼び
込みを図り、持続的なにぎわいづ
くりを展開しようとする区域 

エリア 活 動 

 

公益性、必要性、事業効果、実行性、継続性、妥当性を有するもの 

 
地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための、住民・事業主・

地権者等による主体的な取組 

(1) エリアマネジメントの定義（国土交通省の定義） 

本制度で支援対象とするエリアマネジメント 

(3) エリアマネジメント活動計画の内容が適正であること 

要綱第３条（認定の対象） 

審査要領 別表  

(2) 本市が支援対象とするエリアマネジメントに求める要件 
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第３章 制度利用の手続 

エリアマネジメント活動計画認定制度を利用するには、 

❶ エリアマネジメント活動計画の認定申請（申請窓口：コミュニティ再生課）と、 

❷ 公共施設等の使用等に係る許可等の申請（申請窓口：各公共施設等の所管課）の 

２種類の申請手続が必要です。 

下表に、この２種類の申請窓口を区分して、本制度に係る手続をフローとしてまと

めました。 

次ページ以降では、本制度を利用する場合の手続について「活動段階」（下表左欄）

ごとに説明していきます。 

＜本制度の手続フロー＞ 

活動段階 

❶ エリアマネジメント 
活動計画認定制度 
担当窓口 

   （コミュニティ再生課） 

エリアマネジメント団体 ❷ 公共施設等の 
所管課 

１ 検討 
・準備 

   
 
 
 
 

２ エリアマ
ネジメント
活動計画の
作成 

  
 
 
 

 

 

 
 

 

３ 活動計画
の認定申請
等 

   

 
 
 
 

４ 活動計画
の審査・認
定・公表 

 
 
 

  
 
 
 
 

 

 

５ 活動の実
施及び活動
実績の報告 

 
 

  

 

 

 
 
 
 

６ その他の
手続 
活動計画の 
変更・廃止 

   
 

 

  

エリアマネジメント団体
の設立、エリアマネジ
メント活動計画の認定
に向けた助言等 

エリアマネジメント 
活動計画の受理 

エリアマネジメント
活動計画の作成に関
する助言等 

相談 
 
 
 

助言等 

活動実績報告書の受理 
活動状況の確認 

実施結果の報告 
次回の許可申請等 

（必要な場合） 

エリアマネジメント団体
の設立 

エリアマネジメントの 
検討・準備等 

審査結果の通知 

公共施設等の使用等に係
る許可申請書等の作成 

エリアマネジメント 
活動計画認定審査会 

連携 

活動計画の

活動への協力・支援 

公共施設等の使用等に係
る許可申請書等の作成に
関する助言 

公共施設等の使用等、
規制緩和についての
助言等 

活動への協力・支援 

エリアマネジメント
活動計画の認定申請 

公共施設等の使用等
に係る審査・許可 

審査結果の通知・公表 

活動計画に基づいた 
エリアマネジメントの 
実施 

活動実績報告書の提出 
（毎年度） 

認定
活動計画

エリアマネジメント 
活動計画の作成 

活動計画の
取扱い
 

必要な手続 

公共施設等の使用等に係
る許可申請書等の提出 

公共施設等の使用等に係
る許可申請書等の受理 

相談 
 
 
 

助言等 

相談 
 
 
 

助言等 
相談 

 
 
 

助言等 

相談 
 
 
 

助言等 

相談 
 
 
 

助言等 
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１ 認定申請の検討・申請準備（要綱第４条） 

⑴ エリアマネジメント実施の検討 

エリアマネジメントを実施しようとする場合、まずは、地域住民、事業者、地権

者等の関係者間で十分に話し合い、各々が活動に賛同するなど、自らの地域におい

て、エリアマネジメントに取り組む機運を醸成することが大切です。 

その上で、どのようにエリアマネジメントを進めるのか、具体的な内容を詰めて

いく必要があります。 

実際には、このような検討を深めるため、関係者間の勉強会やまちを考えるワー

クショップの開催などに取り組む事例が見受けられます。 

＜検討事項の例＞ 

☝ 地域の現状はどうなっているか。どのような課題があるか。（現状・課題の把握

及び共通認識の構築） 

☝ 将来的に、どのような地域にしたいのか。（地区の将来像・目標の設定） 

☝ 地区の将来像や目標を達成するために、エリアマネジメントの取組は本当に役

立つのか。（エリアマネジメントの必要性） 

☝ 具体的にどのような活動を行いたいのか。（活動内容の整理） 

☝ どのエリアで活動を行うのか。（対象エリアの設定） 

☝ 活動を行うためには、どのような組織体制が必要か。また、どのような人にメ

ンバーになってもらうのがよいのか。（組織体制の構築、参画者の確保） 

☝ 活動のための資金はどうやって確保するのか。（活動資金の確保） 

☝ 地区にはどのような施設や設備があるのか。そのうち、エリアマネジメントの

活動に活用できるものはあるのか。（活用可能な地域資源の洗い出し） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【広島市まちづくり要綱によるアドバイザー等の派遣制度】 

広島市では、自発的なまちづくりの気運のある地区や既にまちづくり活動に取り組む地
区の方々の要請に応じて、市職員による出前講座（市の事業や施策、まちづくりの制度等
について説明を行ったり、地元の会議等に参加して指導・助言すること）などの技術的な
支援を行っています。 

また、活動団体がまちづくりに関する計画を作成しようとするときは、その段階に応じ
て建築や都市計画の専門家などアドバイザーやコンサルタントを派遣して、より専門的・
技術的な支援等を行います。 

エリアマネジメントについても、実施に向けた検討や活動計画の作成など、本制度によ
る支援が可能です。ご希望の場合は、企画総務局地域活性化調整部コミュニティ再生課に
ご相談ください。 
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⑵ 認定申請の検討 

エリアマネジメントの活動内容を検討する中で、公共施設等を活用した活動を行

いたいと考えたときは、まず、この公共施設等の維持管理や、施設設置等に関する

制度を担当する広島市の公共施設等の所管課に相談します。 

しかし、公共施設等は、不特定多数の一般市民が利用するものであり、利用の安

全性や公平性を確保する観点から、使用方法に一定の制約があるものも多くありま

す。 

このような使用の制約（規制）が原因で、想定していたエリアマネジメント活動が

実施できない場合には、「エリアマネジメント活動認定制度」による認定を受け、そ

の規制を緩和してもらうことを検討します。 

➀ エリアマネジメントに関する相談窓口 

認定申請を検討する場合、まず、本制度担当窓口（コミュニティ再生課）にご相

談ください。 

コミュニティ再生課では、エリアマネジメント団体から、活動エリアや活動内

容、団体の組織体制等についてお聞きし、本制度の活用が、活動の推進にメリッ

トがあるかについて一緒に考えます。その上で、認定申請に必要な「エリアマネ

ジメント活動計画」の作成について助言・支援を行います。 

② 公共施設等所管課との事前調整 

エリアマネジメント活動計画の認定の相談と並行して、公共施設等の使用等に

係る制約の確認や、その緩和について、公共施設等の所管課と事前調整を行いま

す。 

その際、コミュニティ再生課は、必要に応じて、公共施設等の所管課とエリア

マネジメント団体との橋渡しを行い、事前調整が円滑に進むよう調整を図ります。 
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２ エリアマネジメント活動計画の作成（要綱第４条） 
事前検討の結果、エリアマネジメント活動計画の認定を目指すことにした場合、エ

リアマネジメント活動計画の作成に取り掛かります。 
参考資料に、これまで本市が認定したエリアマネジメント活動計画を掲載していま
す（P.53～70）。作成時の参考例としてご覧ください。 

 

⑴ エリアマネジメント活動計画の記載事項 

活動計画は、下表左欄の記載事項に沿って、実施検討時に議論した内容や、これ

までの活動内容などに基づき記載します。各記載事項の主な記載内容等は下表右欄

のとおりです。 

活動計画の様式はありません。以下の記載事項とその内容が明確に記されていれ

ば、どのような形式でも構いません。（①～⑦は必須の記載事項です。） 

記載事項 主な記載内容等 

① エリアマネジメントの名称 ・名称 

② エリアマネジメントの対象地域 
・活動範囲を示す図面や町名など 
・範囲設定の考え方 

③ エリアマネジメントの目的及び目標 ・活動の目的・目標、地域の将来像など 

④ エリアマネジメント団体の組織体制 

・組織名称 
・組織図 
・組織体制及び役割 
・構成員一覧 
・活動実績 
・財務状況 
・設立経緯（必要に応じて） 

⑤ エリアマネジメントの取組内容 
・取組内容（各取組の名称及び内容） 
・各取組のスケジュール 

⑥ エリアマネジメントの収支計画 

・活動における収支計画 
・活動資金の調達方法 
・公共施設等の活用により獲得する資金の

流れのフロー図 

⑦ エリアマネジメントの取組に必要な
規制緩和 

・公共施設等の活用方法及び活用に必要な規
制緩和の内容 

・規制緩和により期待される効果 
・規制緩和による地域環境等へのデメリット

が想定される場合は、その防止又は軽減策 

⑧ その他エリアマネジメント団体が 
活動推進に必要と考える事項 
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＜記載例＞ 

エリアマネジメントの目的及び目標 
エキキタエリアマネジメント活動計画においては、認定申請の前に作成していた

「まちづくりビジョン」を、活動計画に掲載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織図、組織体制及び役割 
エキキタエリアマネジメント活動計画に

おいては、組織図に役割等の説明を加え、
組織体制をわかりやすく示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業スキーム 
広島駅まち協議会エリアマネジメント活

動計画においては、公共施設等の活用によ
り獲得する資金の流れなどを、わかりやす
くフロー図で示しています。 
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⑵ 記載時の留意点（必須項目） 

エリアマネジメント活動計画の記載事項ごとに留意点をまとめました。これらの

留意点を踏まえ記載していきます。 

① エリアマネジメントの名称 

☝ どの地区を対象としたエリアマネジメント活動計画であるか判別できる名称

であること。 

☝ 他地区のエリアマネジメントの名称と紛らわしくない名称であること。 

② エリアマネジメントの対象地域 

☝ 認定要件である「都市機能の集積する地区や拠点性を持つ地区など、来訪者

の呼び込みを図り、持続的なにぎわいづくりを展開しようとする区域」に合致

していること。 

☝ 活動目的や内容に基づく範囲で対象地域を設定していること。（対象地域全体

が活動エリアであること。） 

☝ 飛び地がないなど、地形的な連続性・一体性があるように設定していること。 

☝ 他のエリアマネジメントの活動エリアと重複する場合は、活動内容や方法に

ついて調整しているなど、自らの活動に支障を生じるおそれがないこと。 

③ エリアマネジメントの目的及び目標 

☝ 目的及び目標が、認定要件である「来訪者を呼び込むことによる『にぎわい

づくり』による地域の持続的な活性化を図るもの」に合致すること。 

☝ 地域全体の利益増進に資する目的・目標であること。また、地域の課題やニ

ーズを的確に反映した内容であること。 

④ エリアマネジメント団体の組織体制 

☝ エリアマネジメント団体が、認定要件である「活動対象地域内の住民団体、

事業者、各種関係団体等の幅広い団体等で構成され、かつ、地域を代表する組

織として地域住民等に認知されたもの」に合致すること。 

☝ 団体の活動目的に、エリアマネジメントの実施が位置付けられていること。

（具体的には、団体の規約等の中に、当該対象地域でエリアマネジメントを行うことが

確認できる記載があること。） 

☝ エリアマネジメントの実施について、地域住民全体の了解・理解を得ているこ

と。（具体的には、対象地域の町内会が団体のメンバーに入っている、又は、エリアマネ

ジメントの活動について、町内会の承諾を得ていること。） 

☝ 着実に組織を運営し、かつ、活動を実施しうる組織体制が整っていること。ま

た、組織運営の方法、これまでの活動実績、現在の財務状況等から、中⾧期的な

活動継続が可能と判断できる状況であること。 

☝ 仮に民有地等の民間施設を活用してエリアマネジメント活動を実施する計画

である場合は、その所有者に使用の承諾を得ていること、又は、所有者が団体メ

ンバーに加わっていること。 
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⑤ エリアマネジメントの取組内容 

☝ 取組内容に、認定要件である「公共施設等を活用した活動を行い、エリアマ

ネジメントの財源を確保しようとしている」及び「にぎわいづくり、環境維持

及び情報発信の全てを含む多様な活動を継続して行う」内容が含まれたものと

なっていること。 

☝ 特定の街区や人物だけでなく、対象地域全体の利益増進につながる活動内容

となっていること。 

☝ 活動目的・目標の達成につながる取組であり、さらに、事業効果も期待でき

る内容であること。 

☝ 実現可能かつ継続実施が可能な内容であること。 

☝ 関係法令に違反する内容となっていないこと。 

⑥ エリアマネジメントの収支計画 

☝ 収支計画に、認定要件である「公共施設等を活用した活動を行い、エリアマ

ネジメントの財源を確保しようとしている」に合致する内容が含まれているこ

と。 

☝ ⑤の取組内容や規模、団体の組織体制や運営内容に合致した収支計画となっ

ており、かつ、各収入・支出の内容について無理のない現実的なものであると

認められること。 

☝ 公共施設等を活用して収益を得る場合において、当該活動で得た収益の全て

をエリアマネジメントの活動のために充当する収支計画となっていること。 

⑦ エリアマネジメントの推進において必要と考える公共施設等の規制緩和 

☝ 規制緩和により利用する公共施設等において、活動財源の確保を図るととも

に、にぎわいづくりに資する活動を継続的に行う内容となっていること。 

☝ 規制緩和により、特定の街区や人物だけが利益を受けることがないこと。（対

象地域全体の利益増進につながるものであること。） 

☝ 規制緩和により実施する活動が、活動の目的・目標の達成に寄与するもので

あり、緩和する必要性が高いと認められること。 

☝ 規制緩和を受けて実施する活動が、地域の持続的な活性化に効果があると認

められる内容であること。 

☝ 規制緩和をすることにより、本来の規制の目的が著しく侵害されないよう、

必要な措置を講じていること。また、規制緩和をすることにより、地域の環境

が受忍の限度を越えて悪化しないよう、影響を最小限に留める措置を講じてい

ること。 

☝ 規制緩和の内容が、緩和の対象となる空間・施設等の構造や根拠規定等と照

らして実現不可能なものでないこと。 
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３ エリアマネジメント活動計画の認定申請等（要綱第４条） 
エリアマネジメント活動計画が完成したら、本制度担当窓口（コミュニティ再生課）

に提出します。 

ここでは、認定申請のほか、申請前に行っておくことについて説明します。 

⑴ 活動計画の申請前に行っておくこと 

① 市の申請窓口及び公共施設等所管課との調整 

活動計画の作成に当たっては、その記載内容について、本制度担当窓口（コミュ

ニティ再生課）や公共施設等の所管課と十分に調整しましょう。 

特に、希望する公共施設等の活用については、例えば、記載した活動内容が法

律に抵触していたり、活用を計画している公共施設等が諸般の事情により使えな

いといった場合、せっかく申請しても「不認定」となることから、十分に調整す

る必要があります。 

その他、認定要件や審査基準に合致するかなどについても十分に確認し、その

上で、認定申請を行うようにしましょう。 

② 申請についてのエリアマネジメント団体内での承認など 

エリアマネジメントは、団体メンバーの総意で進めることが大切です。このた

め、申請に当たっては、団体総会での議決を得るなど、団体の意思決定過程を経

た上で申請することをお勧めします。 

さらに、対象地域で活動している地域団体やまちづくり団体、商店街振興組合

等の団体などで、当該エリアマネジメントと関わりのない団体がある場合は、こ

の認定申請によりトラブルが生じることのないよう、なるべく事前に情報提供し

ておきましょう。 

特に、エリアマネジメント団体の構成員となっていない町内会・自治会につい

ては、認定審査でエリアマネジメントを実施することについて承諾しているか確

認します。必ず、町内会・自治会には、認定申請を行うことについて説明し、そ

の了解を得るようにしましょう。 

⑵ 認定申請書の提出 

エリアマネジメント活動計画が完成し、エリアマネジメント団体内での承認等が

得られたら、以下の書類を添えて、本制度担当窓口（コミュニティ再生課）に提出し

ます。 

＜申請書類＞ 

① エリアマネジメント活動計画認定申請書（別記様式第１号） 

② エリアマネジメント活動計画 

③ エリアマネジメント団体の規約その他これに類するもの 

④ その他市⾧が必要と認める書類 

＜その他市⾧が必要と認める書類の例＞ 

・ エリアマネジメント団体の総会資料 

・ 団体のまちづくりビジョン（策定している場合のみ） 
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・ 活動実績の補足資料 

・ 公共施設等の使用に係る許可申請書類一式（案） 

・ 民有地等の使用に係る契約書（民有地等を活用する場合のみ） 

・ 公共施設等を活用した収益事業のスキーム、関係図面等の資料 

⑶ 公共施設等の使用等に係る使用許可等の申請書の提出 

本章の冒頭でも説明しましたが、本制度を利用し、公共施設等の使用等に係る規

制緩和を受けるには、本制度の認定申請とは別に、その公共施設等の使用許可等の

申請手続（申請窓口：各公共施設等の所管課）が必要です。 

この手続は、エリアマネジメント活動計画の認定申請後、又は、認定決定後のい

ずれかの段階で行います。 

※ 使用許可等の具体的な申請手続については、各公共施設等で異なります。詳し

くは、各公共施設等の所管課に直接ご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ： 認定申請と公共施設等の使用許可等の申請手続は、一つにできないのですか？ 
Ａ： 公共施設等の使用許可等の申請手続は、通常、法律により定められているため、本

市独自の制度によって、法律で定められた手続を省略することはできません。 
一方、公共施設等の使用許可等においては、特例的に（法律で定められた範囲内で）

規制を緩和することが適当と判断するに当たり、本制度の「認定」を根拠とするもの
です。この「認定」は、エリアマネジメントを適切に評価する必要があることから、
本制度でその認定要件や審査基準、手続等について定めています。 

こうしたことから、二つの手続を一つにすることはできないのです。 
なお、公共施設等の使用許可等の申請手続においては、内容によって警察署や消防

署、保健所など公共施設等の所管課以外の窓口への協議等も併せて必要となる場合
もあります。 
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４ エリアマネジメント活動計画の審査・認定・公表 
（要綱第５条・第６条） 

⑴ エリアマネジメント活動計画の審査・認定 

広島市は、エリアマネジメント活動計画の認定申請書を受理すると、「広島市エリ

アマネジメント活動計画認定審査会」において、当該活動計画を認定するか否か審

査します。 

＜エリアマネジメント活動計画認定審査会のメンバー＞ 

・ 企画総務局地域活性化調整部⾧ 

・ 企画総務局地域活性化調整部コミュニティ再生課⾧ 

・ 都市整備局都市計画課⾧ 

・ 都市整備局都市機能調整部都心空間づくり担当課⾧ 

・ 対象地域のまちづくりを所管する区の地域起こし推進課⾧ 

・ 活用する公共施設等の制度等の所管課の課⾧ 

・ その他エリアマネジメント活動計画に関連する課の課⾧ 

＜エリアマネジメント活動計画の審査方法＞ 

審査は審査表（P.48、49）を使用し、次の進め方により行われます。 

➀ まず、エリアマネジメント活動計画の記載事項（対象区域、活動目的・目標、組

織体制、取組内容、収支計画、取組に必要な規制緩和など）ごとに、「記載事項ごと

の審査基準」に基づき「適否」を判断します。 

② ①の「適否」の結果を踏まえて、エリアマネジメント活動計画の認定の「可

否」を総合的に判断します。 

※ 原則、記載事項の全項目が「適」とならなければ、活動計画の認定は行い

ません。 
 

Ｑ： 認定要件や審査基準と審査表の関係は？ 
Ａ： 本制度で支援対象とするエリアマネジメントは、P.15、16 で示したとおり、⑴エリ

アマネジメントの定義に合致すること、⑵「目的」、「組織」、「エリア」、「活動」の四
つの要件を満たしていること、⑶そのエリアマネジメントが、「公益性」、「必要性」、
「事業効果」、「実効性」、「継続性」及び「妥当性」を有するものであるとして、項目
ごとの審査基準に適合するものであることとしています 

これらをエリアマネジメント活動計画の内容から確認するため、上記「認定要件」
や「項目ごとの審査基準」をエリアマネジメント活動計画の「記載事項ごとの審査基
準」として整理したものが「審査表」となっています。 
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⑵ エリアマネジメント活動計画の認定通知・認定結果の公表 

エリアマネジメント活動計画が認定されたときは、エリアマネジメント団体に対

し「エリアマネジメント活動計画認定書（別記様式第２号）」が交付されます。 

また、審査の結果、認定をしないこととなったときは、「エリアマネジメント活動

計画認定結果通知書（別記様式第３号）」で結果が通知されます。 

認定結果（エリアマネジメント活動計画の名称及び認定の可否）は、広島市のホーム

ページに公表します。さらに、認定されたエリアマネジメント活動計画（認定エリア

マネジメント活動計画）については、その全文をホームページに掲載します。 

 

⑶ 公共施設等の使用許可等の決定 

エリアマネジメント活動計画の認定後、その結果を踏まえて、公共施設等の所管

課において公共施設等の使用等の許可等の決定が行われます。 

※ 認定申請とは別に、公共施設等の使用許可等の申請が必要です。具体的な申請

手続については、各公共施設等の所管課に直接ご確認ください。 

 

＜公共施設等の使用許可等の期間＞ 

本制度による認定に有効期間はありませんが、各公共施設等の使用許可等につい

ては、個別に許可等の期間が定められています。 

このため、認定エリアマネジメント活動計画に基づいた活動を継続して実施する

ためには、各公共施設等の使用許可等の期間が終了する前に、次の期間についての

許可等の申請手続が必要です。 
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５ エリアマネジメント活動の実施及び活動実績の報告 
（要綱第９条） 

⑴ エリアマネジメント活動の実施  

エリアマネジメント団体は、エリアマネジメント活動計画の認定後、認定エリア

マネジメント活動計画に基づき、活動を実施します。 

認定エリアマネジメント活動計画に記載した内容と全く異なる活動を行ってい

る場合は、認定が取消されることがありますので注意してください。 

認定エリアマネジメント活動計画の内容を変更する場合は、再認定の申請や軽微

変更届などの手続が必要です。（P.30 参照） 

⑵ 活動実施中における疑義など 

活動実施中に、公共施設等における活動に関し実施方法や手続等の疑義、行政や

関係団体等との事業協力などの相談は、本制度担当窓口（コミュニティ再生課）、又は、

公共施設等の所管課にご相談ください。 

⑶ エリアマネジメント活動実績の報告 

➀ エリアマネジメント活動実績報告書の提出 

エリアマネジメント団体は、毎年 4 月 1 日から４月 30 日までの間に、前年度分

の活動内容や収支状況などをまとめた実績報告書を作成し、本制度担当窓口（コ

ミュニティ再生課）に提出する必要があります。 
注 ここでは、報告書を提出する日が属する年度を「当該年度」、その前の年度を「前

年度」と呼ぶことにします。 

＜報告書類＞ 

❶ エリアマネジメント活動実績報告書（別記様式第７号） 

（要綱第9条第1項第１号） 

・ 「取組内容」欄には、前年度に実施した取組内容の概要を記載します。

書ききれない場合は、「別紙資料のとおり」などとし、資料を添付するこ

ととしても構いません。❺で提出するエリアマネジメント団体の総会資料

や事業報告書など既存の資料に必要事項が記載されている場合は、それで

代用することも可能です。 

・ 「取組による効果等」には、エリアマネジメント活動を実施した結果、

どのような効果があったかなどを記載します。 

❷ エリアマネジメント団体に係る収支状況を記した書類 

（要綱第9条第1項第2号） 

・ 認定エリアマネジメント活動計画に記載したエリアマネジメントの収支

計画（２年度目以降は、前年度報告時に提出した収支計画を記した書類）に対す

る収支状況を記載します。 

・ 認定エリアマネジメント活動計画と同じ様式としてください。 
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❸ 認定エリアマネジメント活動計画記載事項等確認票（参考様式１） 

（要綱第9条第1項第3号） 

・ 認定エリアマネジメント活動計画に記載した事項について、報告時点

における変更の有無等を確認するための書類です。 

・ 「変更の有無」欄に変更の有無を明記し、変更がある場合は「内容」

欄に概要を記入するとともに、その内容がわかる資料を添付してくださ

い。（❶と❷で求める部分を除く。） 

・ 変更があった部分については、その内容を広島市ホームページで公表

します。 

❹ 当該年度の取組内容と収支計画を記した書類（要綱第9条第1項第3号） 

・ 認定エリアマネジメント活動計画に記載した取組内容と収支計画につ

いて、当該年度における状況を記した資料です。 

・ 認定エリアマネジメント活動計画と同じ様式としてください。 

・ これらの資料は、広島市ホームページに掲載し公表します。 

❺ その他市⾧が必要と認める書類（要綱第9条第1項第3号） 

➣ エリアマネジメント団体の総会資料（事業報告と決算承認に係るもの） 

➣ 活動計画に記載した取組内容の活動実績に係る補足資料 

➣ 認定申請時に提出した書類で変更があったもの 

〔例〕 

➣ 民有地等の使用に係る契約書 

➣ 公共施設等を活用した収益事業のスキーム、関係図面等の資料 

 など 

② 活動実績報告書の公表 

広島市では、受理した活動報告書のうち、❸と❹については、広島市ホームペ

ージにおいて公表します。 

実績報告書の提出時には、公表に適さない部分がないか確認し、ある場合には

本制度担当窓口（コミュニティ再生課）に事前に相談してください。 

Ｑ： 総会が５月以降のため、活動実績の報告時に、承認を受けた総会資料を提出できな

いのですが。 

Ａ： 活動実績の報告時には、承認前の案を提出し、総会開催後、承認済の資料を提出し

てください。 

   その他、特別な事情等により資料の全部又は一部の提出が困難な場合などは、本制

度担当窓口（コミュニティ再生課）にご相談ください。 
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６ その他の手続（活動計画の変更・廃止など） 
（要綱第 7 条～第１０条） 

⑴ 認定エリアマネジメント活動計画を変更する場合 

認定エリアマネジメント活動計画の内容を変更する場合は、次の３つの方法のう

ち、該当する手続を行う必要があります。 

手続を行うに当たっては、事前に本制度担当窓口（コミュニティ再生課）に相談し

てください。 

➀ 再度エリアマネジメント活動計画を作成し、認定を受け直す。 

エリアマネジメントの目的や、新たに公共施設等の利用等に係る規制緩和を受

けたい場合など、活動計画の認定の可否に大きく影響する部分を変更する場合は、

再認定が必要です。 

＜再認定が必要な事例＞ 

➣ エリアマネジメントの活動目的・目標を追加又は変更する場合 

➣ 活動エリア（対象地域）を変更する場合 

➣ 新たに公共施設等の使用等に係る規制緩和を受けたい場合 

など 

② 「エリアマネジメント活動計画に関する軽微変更届」を提出する。 

活動計画の認定の可否に大きく関係する部分には該当しないが、活動全体に関

係する部分については、「エリアマネジメント活動計画に関する軽微変更届（別記

様式第４号）」と「認定エリアマネジメント活動計画記載事項等確認票（参考様式

１）」に変更内容を記載し、本制度担当窓口（コミュニティ再生課）に提出してくだ

さい。その内容を、広島市ホームページで公表します。 

＜軽微変更届が必要な事例＞ 

➣ 新たに専門部会を設置するなど、エリアマネジメント団体の組織体制の一

部を変更する場合 

➣ 新たな取組内容を追加する場合 

➣ 収支計画を大幅に変更する場合 

など 

③ エリアマネジメント活動実績の報告時に変更内容を報告する。 

上記の①、②以外の部分の変更については、活動実績の報告時に、併せて変更

内容を報告してください。 

＜活動実績の報告時に変更内容を報告する事例＞ 

➣ 構成員を追加・変更した場合 

➣ 取組内容を一部変更した場合 

➣ 収支計画を一部変更した場合 

など 
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⑵ エリアマネジメント団体が自ら認定エリアマネジメント活動計画を廃止する場合 

認定エリアマネジメント活動計画を廃止しようとする場合は、あらかじめ、広島

市に対し、「エリアマネジメント活動計画認定取消申請書（別記様式第５号）」を提出

し、認定取消しの決定を受けなければなりません。 

広島市は、エリアマネジメント団体から認定取消しの申請を受理した場合、取消

すことにより活動エリアのまちづくりに著しい損害を及ぼすことがないことにつ

いて、関係者等への聞き取りなどにより確認した上で、取消しを決定します。 

取消し決定後は、その旨を申請団体に通知するともに、広島市のホームページに

おいて、取消しの事実を公表します。 

なお、取消決定の通知書を受理した日から３０日以内に、エリアマネジメント活

動実績の報告を行ってください。 

⑶ 広島市がエリアマネジメント活動の是正又は廃止を求める場合 

エリアマネジメントで実際に行われている活動に疑義が生じた場合、広島市は、

随時、エリアマネジメント団体に対し、一定の期限を定めて、エリアマネジメント

活動計画に関する報告を求めます。 

＜報告を求める事例＞ 
➣ 認定エリアマネジメント活動計画に沿った活動が行われていないおそれが

ある場合 
➣ 活動に関連して重大な法令違反が行われているおそれがある場合 

など 

報告の結果、著しく不適当な事案が確認されたときは、広島市は、当該エリアマ

ネジメント団体に対し、一定の期限を定めて、その改善のために必要な措置を講ず

るよう通知します。（是正指導の実施） 

＜是正指導を実施する事例＞ 
➣ 活動が、認定エリアマネジメント活動計画の内容と著しく異なる場合 
➣ 活動に関連して重大な法令違反の事実が認められた場合 

など 

是正指導を行っても、現状の改善がなされない場合、エリアマネジメント団体が

活動状況の報告自体の提出をしない場合は、広島市は、当該エリアマネジメント団

体の活動計画の認定を取消します。 

認定取消し後は、廃止の場合と同様、広島市のホームページにおいて、取消しの

事実を公表します。 

＜市が認定の取消しを行う事例＞ 
➣ エリアマネジメント団体が、市の求めた活動状況の報告を行わない場合 
➣ 活動状況の報告を確認した結果、当該エリアマネジメントが認定基準を満た

さないことが確認された場合 
➣ 活動において重大な法令違反が行われているなど、エリアマネジメントを推

進する上で重大な支障を及ぼすおそれがある行為が行われている場合 
など 
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第４章 活動実施に当たっての留意事項 

１ エリアマネジメント活動で損害が生じた場合 
公共施設等を活用したエリアマネジメント活動において事故等が発生し、公共施設

等の設備や参加者等に損害が生じた場合は、その賠償等の責任は一義的にはエリアマ

ネジメント団体が負うことになります。 

このため、活動実施に当たっては、事故が起こらないよう十分な対策を講じておい

てください。また、公共施設等を活用した活動以外の活動においても、内容によって

は、保険に加入するなどの備えも併せて行うことをお勧めします。 

 

２ 活動エリア（対象地域）の関係者との連携 
エリアマネジメント活動を進めるにあたっては、エリアマネジメント団体のメンバ

ーに入っていない地域住民や地域団体に対しても、機会を捉えて活動等の情報提供を

行い、場合によっては互いに連携して取組を行うなど、エリアマネジメントが地域全

体の利益増進につながるものであることの認識を深めてもらうよう働きかけを行い、

活動が円滑に進むように努めてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本制度に関するお問い合わせ先】 

広島市企画総務局地域活性化調整部コミュニティ再生課 

〒730-8586 広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号 

TEL（０８２）５０４ʷ２１２５ 

FAX（０８２）５０４ʷ２０２９ 

e-mail community@city.hiroshima.lg.jp 
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広島市エリアマネジメント活動計画認定要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、本市域内において行われるエリアマネジメントについて、当該エ

リアマネジメントの推進に関する計画（以下「エリアマネジメント活動計画」とい

う。）の認定に係る制度を設けることにより、その適正かつ持続的な実施及びエリア

マネジメント団体の自立性の向上を図り、もって地域の活性化に資することを目的と

する。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

⑴ エリアマネジメント 地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させる

ための、住民・事業主・地権者等による主体的な取組をいう。 

⑵ エリアマネジメント団体 エリアマネジメントを実施する団体をいう。 

⑶ 公共施設等 都市計画法（昭和 43年法律第 100号）第４条第１４項に規定する公

共施設、建築基準法（昭和 25年法律第 201号）第５９条の２に規定する空地その他

これらに類するものをいう。 

（認定の対象） 

第３条 この要綱において、認定の対象とするエリアマネジメントは、前条第１号に規

定するエリアマネジメントのうち、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 主たる活動目的が、来訪者を呼び込むことによるにぎわいづくりにより地域の持

続的な活性化を図るものであるもの 

⑵ 対象地域が、都市機能の集積する地区、拠点性を持つ地区その他市長が特に重要と

認める地区であるもの 

⑶ エリアマネジメント団体が、活動対象地域内の住民団体、事業者、各種関係団体

等の幅広い団体等で構成され、かつ、地域を代表する組織として地域住民等に認知

されたものであるもの 

⑷ 公共施設等を活用した活動を行い、エリアマネジメントの財源を確保しようとす

るものであるもの 

⑸ 活動内容が、にぎわいづくり、環境維持及び情報発信の全てを含む多様なもので

あり、かつ、当該活動を継続して行うものであるもの 

（エリアマネジメント活動計画の認定申請） 

第４条 エリアマネジメント団体は、自らの行うエリアマネジメントについて、エリア

マネジメント活動計画を作成し、市長の認定を申請することができる。 

２ 前項の場合においては、エリアマネジメント活動計画認定申請書（別記様式第１

号）にエリアマネジメント活動計画及び次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなけ

ればならない。 

⑴ エリアマネジメント団体の規約その他これに類するもの 

⑵ その他市長が必要と認める書類 
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３ エリアマネジメント活動計画においては、次に掲げる事項を記載しなければならな

い。 

⑴ エリアマネジメントの名称 

⑵ エリアマネジメントの対象地域 

⑶ エリアマネジメントの目的及び目標 

⑷ エリアマネジメント団体の組織体制 

⑸ エリアマネジメントの取組内容 

⑹ エリアマネジメントの収支計画 

⑺ エリアマネジメントの推進において必要と考える公共施設等の使用等に係る制限

等の緩和 

⑻ その他市長が必要と認める事項 

４ 前項各号に掲げるもののほか、エリアマネジメント団体は、当該エリアマネジメン

トを 

推進するために必要と考える事項をエリアマネジメント活動計画に記載することができ

る。 

５ エリアマネジメント団体は、エリアマネジメント活動計画を作成しようとするとき

は、市長、関係機関等と十分な協議を行うものとする。 

（エリアマネジメント活動計画の認定審査） 

第５条 市長は、前条第１項の規定による申請があった場合においては、審査会におい

てこれを審査するものとする。 

２ 前項の規定による審査及び審査会に関することは、別に定める。 

（活動計画の認定等） 

第６条 市長は、前条第１項の規定による審査の結果、エリアマネジメント活動計画の

内容が適正なものであると認めるときは、これを認定するものとする。 

２ 前項の認定をしたときは、当該認定に係る申請を行ったエリアマネジメント団体

（以下この条において「申請者」という。）に対し、エリアマネジメント活動計画認

定書（別記様式第２号）を交付するとともに、当該エリアマネジメント活動計画（以

下「認定エリアマネジメント活動計画」という。）及び申請者を公表するものとす

る。 

３ 市長は、前条第１項の規定による審査の結果、認定をしないことを決定したとき

は、申請者に対し、エリアマネジメント活動計画認定結果通知書（別記様式第３号）

により、その旨を通知するものとする。 

（認定エリアマネジメント活動計画の変更） 

第７条 エリアマネジメント団体は、認定エリアマネジメント活動計画を変更しようと

するときは、市長の認定を受けなければならない。ただし、軽微な変更については、

エリアマネジメント活動計画に関する軽微変更届（別記様式第４号）を市長に届け出

ることをもって足りる。 

２ 第４条、第５条第１項及び第６条の規定は、前項の認定エリアマネジメント活動計
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画の変更について準用する。 

（認定エリアマネジメント活動計画の廃止） 

第８条 エリアマネジメント団体は、認定エリアマネジメント活動計画を廃止しようと

するときは、あらかじめ、エリアマネジメント活動計画認定取消申請書（別記様式第

５号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請を受けたときは、当該認定エリアマネジメント活動

計画の廃止により、当該エリアマネジメントの対象地域のまちづくりに著しい損害を

及ぼすことがないことを確認の上、これを取り消すものとする。 

３ 市長は、前項の規定により認定エリアマネジメント活動計画の認定を取り消すこと

を決定したときは、当該エリアマネジメント団体に対し、エリアマネジメント活動計

画認定取消決定通知書（別記様式第６号）を交付するとともに、その旨を公表するも

のとする。 

（実績報告等） 

第９条 エリアマネジメント団体は、毎年度（４月１日から翌年の３月３１日までをい

う。以下同じ。）、認定エリアマネジメント活動計画に関し、当該年度末から３０日

を経過する日までに、エリアマネジメント活動実績報告書（別記様式第７号）に次に

掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

⑴ 当該エリアマネジメントの取組に係る実施状況を記した書類 

⑵ 当該エリアマネジメント団体に係る収支状況を記した書類 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項に規定する場合のほか、必要と認めるときは、エリアマネジメント団

体に対し、期限を定め、当該認定エリアマネジメント活動計画に関し、報告を求める

ことができる。 

３ 市長は、前２項の報告を受けた場合において、その内容が認定エリアマネジメント

活動計画の内容と著しく異なるとき、エリアマネジメントの実施において重大な法令

違反の事実を認めたときその他著しく不適当と認める事項が確認されたときは、当該

エリアマネジメント団体に対し、期限を定めて、その改善のために必要な措置を講ず

るよう求めることができる。 

（エリアマネジメント活動計画の認定の取消し） 

第１０条 市長は、エリアマネジメント団体が、次の各号のいずれかに該当するとき

は、理由のいかんに関わらず認定エリアマネジメント活動計画の認定を取り消すこと

ができる。 

⑴ 前条第１項又は第２項の規定による報告をしないとき。 

⑵ 前条第３項の規定による必要な措置を講じないとき。 

⑶ その他エリアマネジメントを推進する上で、重大な支障を及ぼすおそれがある行

為を行ったとき。 

２ 市長は、前項の規定により認定を取り消したときは、その旨を公表するものとす

る。 
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（損害に対する責任） 

第１１条 認定エリアマネジメント活動計画に記載した活動その他これに類する活動等

において事故等が発生した場合、本市は、その原因のいかんを問わず、当該事故等に

係る損害賠償の責任を負わないものとする。 

（市の責務） 

第１２条 市長は、認定エリアマネジメント活動計画の円滑な実施に向け協力するもの

とする。 

（エリアマネジメント団体の責務） 

第１３条 エリアマネジメント団体は、認定エリアマネジメント活動計画に基づき、対

象地域の住民及び関係者と連携を図りつつ、エリアマネジメントの円滑な実施に努め

なければならない。 

（委任） 

第１４条 この要綱の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成３１年２月１５日から施行する。
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広島市エリアマネジメント活動計画認定審査会設置要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、広島市エリアマネジメント活動計画認定要綱（以下「要綱」という。）

第５条第２項の規定に基づき、広島市エリアマネジメント活動計画認定審査会（以下「審

査会」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 審査会の委員は、次の各号に掲げる者をもって充てる。 

(1) 企画総務局地域活性化調整部長 

(2) 企画総務局地域活性化調整部コミュニティ再生課長 

(3) 都市整備局都市計画課長 

(4) 都市整備局都市機能調整部都心空間づくり担当課長 

(5) エリアマネジメント活動計画に記載された要綱第４条第３項第２号に規定する対

象地域のまちづくりを所管する区の地域起こし推進課長 

(6) エリアマネジメント活動計画に記載された要綱第４条第３項第７号に規定する公

共施設等の使用等に係る制限等の緩和に関する制度を所管する所属の長及びこれに

係る申請等を審査する所属の長 

２ 委員長は、必要があると認めるときは、前項各号に掲げる者のほか、審査しようとす

るエリアマネジメント活動計画に関連する事務を所管する所属の長を、委員として加え

ることができる。 

（委員長及び副委員長） 

第３条 審査会には委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は企画総務局地域活性化調整部長をもって充て、副委員長は企画総務局地域活

性化調整部コミュニティ再生課長をもって充てる。 

３ 委員長は、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第４条 審査会は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。 

２ 審査会は、委員の過半数の出席をもって成立するものする。 

３ 委員が代理人を任命した場合は、その代理人を委員とみなす。 

４ 委員長は、公正な審査を妨げるおそれがある立場にあると認められる委員があったと

きは、その委員を会議に召集しない。 

５ 委員長は、必要があると認めるときは、審査会に委員以外の者の出席を求め、意見又

は説明を聞くことができる。 

６ 審査会は、非公開とする。ただし、委員長が認めるときは公開とすることができる。 

（審査会の庶務） 

第５条 審査会の庶務は、企画総務局地域活性化調整部コミュニティ再生課において処理

する。 

（その他） 

第６条 この要領に定めるもののほか、審査会の運営に必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成３１年２月１５日から施行する。
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広島市エリアマネジメント活動計画の認定に係る審査要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、広島市エリアマネジメント活動計画認定要綱（以下「要綱」とい

う。）第５条第２項に基づき、エリアマネジメント活動計画の認定に係る審査を適正か

つ効率的に行うために必要な事項を定めるものとする。 

（審査等） 

第２条 エリアマネジメント活動計画の認定に係る審査は、広島市エリアマネジメント活

動計画認定審査会（以下「審査会」という。）において行う。 

２ 審査の項目及び審査基準は、別表のとおりとする。 

３ 審査会は、要綱第３条に該当すること及び別表に掲げる審査基準に適合することにつ

いて、要綱第４条第３項及び第４項に規定するエリアマネジメント活動計画の記載事項

ごとにその適否を審査する。 

４ 記載事項ごとの適否は、審査会の委員の合意により決することとする。 

５ 認定は、全ての記載事項において適となったエリアマネジメント活動計画について

行う。この場合において、審査会は、エリアマネジメント活動計画の円滑な実施等の

ための意見を付することができる。 

（委任） 

第３条 審査に当たり、この要領に疑義が生じた場合及びこの要領に定めのない事項につ

いては、別に定める。 

附 則 

この要領は、平成３１年２月１５日から施行する。 

別表 

 審査の項目及び審査基準 

項 目 審査基準 

公 益 性 
対象地域全体の利益増進につながる活動であるか。 

利益が特定の者や地域に偏っていないか。 

必 要 性 対象地域の課題やニーズに応じた、地域にとって必要な活動であるか。 

事業効果 設定した目的や目標の達成が期待できる活動であるか。 

実 行 性 
エリアマネジメント団体の組織体制、これまでの活動状況、活動計画、収支

計画等から、活動の実施が可能であると見込まれるか。 

継 続 性 
中長期的に実施体制や財源等が確保され、継続的な活動の実施が可能である

と見込まれるか。 

妥 当 性 

要綱第４条第３項第７号に規定する事項（制限等の緩和）においては、エリ

アマネジメントの活動の公益性や必要性、期待される効果等と、当該制限等の

本来の目的及び当該制限等の緩和による地域環境等への影響とを比較考量し、

当該制限等の緩和を行うことに妥当性があるか。 

要綱第４条第４項に規定する事項（エリアマネジメントを推進するために必

要と考える事項）を記載した場合においては、その記載目的及び内容に妥当性

があるか。 
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広島市エリアマネジメント活動計画の認定に係る審査要領第３条の規定に基づき 

別に定める審査表（平成 31年 3月 12日施行） 

要綱第４条第３項

各号及び第４項に

規定する記載事項 

記載事項ごとの審査基準 

記載すべき 

具体的な内容 

次に掲げるもののうち、 
適用する審査事項等 
ア 要綱第３条各号に 
規定する事項 

イ 要領別表に規定す 
る審査の項目 

具体的な確認事項 

３ 
⑴ 

エリアマネジ
メントの名称 

・エリアマネジメント
の名称 

  
 

① 対象地区との関連性が明らかな名称である。 

② 他の認定エリアマネジメントの名称と重複していな
い又は紛らわしくない。 

３ 
⑵ 

エリアマネジ
メントの対象
地域 

・対象地域を示す図
面、町名等 

・対象地域設定の考
え方 

ア 
 
イ 

第２号 
（エリア） 

公益性 
実行性 

① 【エリア】 
都市機能が集積する地区や拠点性を持つ地区など、

来訪者の呼び込みを図り、持続的なにぎわいづくりを
展開しようとする区域と認められる。 

② 【公益性】 
活動目的や取組内容に基づく範囲設定となってお

り、対象地域全体の利益が増進されると認められる。 

③ 【実行性】 
一団の区域である。（飛地がなく、地縁的、地形的

な連続性、一体性がある。） 

④ 【実行性】 
他の認定エリアマネジメント活動計画の対象地域と

重複する場合は、団体間での活動内容等の調整が図ら
れ、活動に支障が生じるおそれがないと認められる。 

３ 
⑶  

エリアマネジ
メントの目的
及び目標 

次のいずれか又は全て 
・活動の目的 
・活動の目標 
・地域の将来像 

ア 
 

イ 

第１号 
（目的） 
公益性 
必要性 

① 【目的】 
主たる活動目的が、来訪者を呼び込むことによるに

ぎわいづくりにより地域の持続的な活性化を図るもの
であると認められる。 

② 【公益性】 
活動目的・目標は、地域全体の利益増進に資する内

容であると認められる。 

③ 【必要性】 
地域の課題やニーズを的確に把握しており、地域に

必要な活動目的・目標であると認められる。 

３ 
⑷  

エリアマネジ
メント団体の
組織体制 

・組織名称 
・組織図 
・組織体制及び役割 
・構成員 
・活動実績 
・財務状況 

（予算・決算） 
・設立経緯 

（必要に応じて） 

ア 
 
イ 

第３号 
（組織） 
公益性 
実行性 
継続性 

① 【組織】 
活動対象地域内の住民団体、事業者、各種関係団体

等の幅広い団体等で構成され、かつ、地域を代表する
組織として地域住民等に認知されたものであると認め
られる。 

② 【公益性】 
エリアマネジメントの実施について、地域住民全体

の了解・理解を得ている。 
⇒ 対象地域の町内会が団体構成員に入っている、又

は、エリアマネジメントの実施について町内会の承
諾を得ている。 

③ 【実行性】 
適切に組織を運営し、かつ、各取組を着実に実施す

るための組織体制が十分に整っていると認められる。 

④ 【実行性・継続性】 
組織の運営方法、活動実績、財務状況（事業・収支

計画）から鑑みて、活動を確実に実施し、中長期的に
継続することが可能であると認められる。 

⑤ 【実行性】 
民有地を活用した取組を行う場合、組織の構成員に

その権利者・所有者を含む、または、権利者等と使用
承諾に係る協定を締結している、または、活動開始ま
でに締結する予定である。 

⑥ 【実行性】 
組織の活動目的に「エリアマネジメント」が位置付

けられている。 
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３ 
⑸ 

エリアマネジ
メントの取組
内容 

・各取組の名称 
・各取組の内容 
・各取組のスケジュール 

ア 
 
 
イ 

第４号 
第５号 
（活動） 
公益性 
事業効果 
実行性 
継続性 

① 【活動】 
公共施設等を活用した活動を行い、エリアマネジメ

ントの財源を確保しようとするものである。 

② 【活動】 
にぎわいづくり、環境維持及び情報発信の全てを含

む多様なものであり、かつ、当該活動を継続して行う
ものである。 

③ 【公益性】 
特定の者や街区だけでなく、地域全体の利益増進に

つながる取組内容であると認められる。 

④ 【事業効果】 
活動目的・目標の達成につながる取組内容であり、

事業効果が期待できると認められる。 

⑤ 【実行性・継続性】 
各々の取組が実現可能であり、かつ、継続して実施

することができると認められる。 

⑥ 【実行性】 
各々の取組について関係法令等の違反が認められな

い。 

３ 
⑹ 

エリアマネジ
メントの収支
計画 

・活動における収支計画 
・活動資金の調達方法 
・公共施設等の活用によ

り獲得する収益に係る
資金の流れ（フロー
図） 

ア 
 
イ 

第４号 
（活動） 
実行性 
継続性 

① 【活動】 
公共施設等を活用した活動により、財源確保を行う

計画である。 

② 【実行性・継続性】 
各取組の内容や規模、活動組織の体制等に合致した収

支計画であり、各収入・支出の内容は無理のない現実的
なものであると認められる。 

③ 【継続性】 
公共施設等を活用して収益を得る場合、当該収益の

全てをエリアマネジメント活動に充当すると認められ
る。 

３ 
⑺ 

公共施設等の
使用等に係る
制限等の緩和 

・公共施設等の活用方法 
・活用に必要な規制緩和 
・活用がエリアマネジメ

ントに与える効果 
・（規制緩和による地域

環境等へのデメリット
が想定される場合）当
該デメリットの防止又
は軽減策 

ア 
 
イ 

第４号 
（活動） 
妥当性 
実行性 

① 【活動】 
公共施設等を活用することにより、活動財源の確保

を図るとともに、にぎわいづくりに資する活動を継続
的に行うと認められる。 

② 【妥当性（公益性）】 
当該規制緩和が、特定の者や街区の利益につながる

ものではないと認められる。 

③ 【妥当性（必要性）】 
当該規制緩和により実施する活動が、本エリアマネ

ジメントの目的達成に寄与するものであり、緩和の必
要性が高いと認められる。 

④ 【妥当性（事業効果）】 
当該規制緩和を受けて実施する取組は、地域の持続

的な活性化に効果があると認められる。 

⑤ 【妥当性（デメリット）】 
規制緩和により規制の目的が著しく侵害されないよ

う、必要な措置を講じていると認められる。 
地域環境が受忍の限度を越えて悪化しないよう、影

響を最小限に留める措置を講じていると認められる。 

⑥ 【実行性】 
規制緩和の内容が、対象となる空間・施設等の構

造、根拠規定等と照らして実現不可能なものでないと
認められる。 

４ 

エリアマネジ
メントを推進
するために必
要と考える事
項 

・記載目的 
・記載内容 

イ 妥当性 ① 【妥当性】 
記載目的及び内容に妥当性があり、エリアマネジメン
トを推進するために記載することが必要と認められ
る。 
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広島市まちづくり要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、地域の特性に応じた市民主体の活力ある安全で住みよいまちづくり

を推進し、広島市の個性豊かで美しい都市環境の実現を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ次の各号に定める

ところによる。 

(1) まちづくり 住民等と市の協力のもとに行われる道路、公園等の公共施設及び建築

物その他の工作物の整備、緑化並びに土地等の利用に関する計画等の作成とその実現

をいう。 

(2) 住民等 まちづくりの対象区域内の居住者、事業者及び土地又は家屋の所有者をい

う。 

(3) まちづくり活動団体 住民等又は住民等のほかまちづくりに関心を有する者によ

り構成される活力ある安全で住みよいまちづくりを推進することを目的として活動

する団体をいう。 

(4) まちづくり計画 次のいずれかの号に該当するまちづくりに関する計画をいう。 

① 地区計画（都市計画法第１２条の４第 1 項第１号に定める計画）、建築協定（建

築基準法第６９条に定める建築物の敷地、位置、構造、用途、形態、意匠又は建築

設備に関する基準についての協定）、景観計画（景観法第８条に定める計画）、景観

協定（景観法第８１条第１項に定める良好な景観の形成に関する協定）及び緑地協

定（都市緑地法第４５条第 1 項に定める緑地の保全又は緑化に関する協定） 

② 敷地の共同化等による建築物の整備や良好な住宅供給 

③ 市街地再開発、土地区画整理等による地区の一体的整備 

④ 生活道路の改善等による地区の環境整備 

⑤ エリアマネジメント活動計画（広島市エリアマネジメント活動計画認定要綱第４

条第１項に定める計画） 

⑥ その他地区レベルの具体的なまちづくりで市長が必要と認めるもの 

（地区計画等） 

第３条 まちづくり活動団体は、まちづくり計画に係る内容を、地区計画等として定める

ように市長に要請することができる。 

２ 市長は、まちづくり活動団体の要請に応じて、まちづくり計画の内容のうち必要なも

のを地区計画等として定めることができる。 

（まちづくりへの支援） 

第４条 市長は、住民等から要請があった場合で必要と認めたときは、市職員によるまち

づくり出前講座を行うことができる。 
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２ 市長は、次の各号に該当するまちづくり活動団体に対して、申請があった場合で必要

と認めたときは、アドバイザーの派遣、コンサルタントの派遣及び活動費の助成を行う

ことができる。 

(1) まちづくり計画を作成しようとするもの。 

(2) まちづくり計画の作成に際し、当該計画の対象となる区域を代表するもの。 

(3) 活動範囲が、一体的なまちづくりの必要性があり、かつ一団のまとまりのある区域

であるもの。 

（委任） 

第５条 この要綱の施行に関し必要な事項は、企画総務局長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、昭和５９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行日の前に、改正前の広島市まちづくり要綱第３条の規定により認定し

たまちづくり協議会は、改正後の広島市まちづくり要綱第４条第２項に規定するまちづ

くり活動団体とみなす。 

附 則 

この要綱は、平成 1８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。
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広島市まちづくり要綱施行要領  

（目的） 

第１条 この要領は、別に定めるものを除くほか、広島市まちづくり要綱（以下「要綱」

という。）の施行について、必要な事項を定めることを目的とする。 

（アドバイザーの派遣） 

第２条 アドバイザーの派遣は、市職員の出前講座等によりまちづくりの方向性を見出し

たまちづくり活動団体に行うものとする。 

２ アドバイザーの派遣内容等は別表１に定めるものとし、その申し込みは、別記第１号

様式による申請書により市長に対して行うものとする。 

（アドバイザーの派遣費用） 

第３条 アドバイザーの派遣に関し市が負担する費用は、原則として１まちづくり活動団

体、１年度につき２０万円を限度とし、予算の範囲内で市長が定めるものとする。 

（コンサルタントの派遣） 

第４条 コンサルタントの派遣は、市職員の出前講座等によりまちづくり計画を策定しよ

うとするまちづくり活動団体に行うものとする。 

２ コンサルタントの派遣要件及び派遣内容等は別表２に定めるものとし、その申し込み

は、別記第２号様式による申請書により市長に対して行うものとする。 

（コンサルタントの派遣費用） 

第５条 コンサルタントの派遣に関し市が負担する費用は、原則として１まちづくり活動団

体、１年度につき１５０万円を限度とし、予算の範囲内で市長が定めるものとする。 

（アドバイザー及びコンサルタントの派遣の決定） 

第６条 市長は、第２条及び第４条の規定による申請を受理したときは、当該内容を審査

のうえ、すみやかにアドバイザー及びコンサルタントの派遣の適否を決定し、別記第３

号様式による通知書によりまちづくり活動団体に通知するものとする。 

（活動報告） 

第７条 アドバイザー及びコンサルタントの派遣を受けたまちづくり活動団体は、各年度の活

動終了後すみやかに市長に活動報告書を提出しなければならない。 

附 則 

この要領は、昭和５９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１９年１１月２日から施行する。
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